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2017年度中央社保協第６回運営委員会報告  

 

2018年3月7日(水)15時～17時 

日本医療労働会館２階Ｂ会議室 

 

Ⅰ、山口事務局長からこの間の取り組みの報告を受け確認した。 

１月 ３０日（火）  第６回代表委員会 

   ３１日（水）  国会行動 

           全建総連社会保障学習会 

２月  １日（木）  高齢期運動中央集会学習会「老人医療有料化３５年 

～命と健康を守るために何をなすべきか」 

地域医療を守る運動交流集会実行委員会 

            ※今年も１１月２３日（金・祝）の開催日程を確認 

    ２日（金）  日本共産党茨城議員団研修会 

    ４日（日）  名護市長選挙 

    ６日（火）  介護署名提出行動 

  ７日（水）  全国代表者会議（ニュース参照） 

           子ども医療ネット院内集会 

           ※170 人が参加。野党６党の議員と自民党務台俊介（衆

議院議員・長野２区）が紹介議員に 

    ８日（木）  社会保障誌２０１８初夏号編集委員会 

           国民大運動実行委員会総会 

           地域包括支援センター協議会傍聴（大田） 

    ９日（金）  「生活保護はいのちのとりで」署名提出行動 

   １０日（土）  全労連・働き方改革決起集会（学習会） 

   １２日（日）  介護をよくする東京の会 学習会 

   １３日（火）  ２０１８介護報酬厚労省レクチャー 

   １４日（水）  「４」の日宣伝行動（巣鴨駅） 

           ◆参加３１人。 

中央社保協 ６（保団連、全労連、医労連、高齢期運 

動連絡会、相談員、事務局） 

東京社保協２５（東京土建、民医連、地評、地域社 

保協、事務局） 

◆署名９７筆。 

社会保障拡充署名４７（東京２９、中央１８） 

９条署名    ２０ 

介護署名    ３０ 

◆ポケットティッシュ １７００個配付 

           国会行動 

           近畿ブロック会議 
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   １６日（金）  福祉共同行動実行委員会 

「声明」賛同者（１２５個人・３８６団体）まとめ集 

を衆・参厚労委員会理事１５人へ要請行動 

   １７日（土）  大田区国保運営協議会（傍聴） 

   １８日（日）  富士見市社会保障をよくする会・そもそも講座 

   ２０日（火）  港区社保協総会・学習会 

   ２２日（木）～２４日（土） 全日本民医連総会 

２３日（金）  消費税廃止各界連宣伝行動（新宿） 

２６日（月）  いのちのとりでアクション・２５日行動 

        生活保護基準引き下げ問題を考える緊急院内集会 

主催：日弁連 民進・立民・自由・希望・社民・共産 

から１５人の国会議員が出席・メッセージ 

２７日（火）  厚労省介護・障害報酬レク 

福祉共同行動実行委員会 

２８日（水）  第７回代表委員会 

        国会行動 

        東京保健生協台東協議会・2017年度くらしの学校 

３月 ２日（金）  介護のたたかいについて意見交換会 

全労連社保闘争本部 

   ３日（土）  大阪社保協総会 

   ４日（日）  「原発ゼロの世界へ福島とともに」全国集会・パレード 

   ７日（水）  「労働者総決起 3・7中央行動」全労連・国民春闘共闘 

委員会主催 厚労省・人事院前決起集会に 2000人参加 

第６回運営委員会 

          第２回国保・介護障害者部会 

    

Ⅱ、情勢の特徴について報告を受け討議で深めた。 

 （１）国会情勢 

   ２０１８年度予算案を２８日中に予算委員会、衆議院本会議で強行。 

   野党６党は、裁量労働制をめぐるデータねつ造問題で、「働き方改悪法案」 

   の国会提出見送り、再調査。高度プロフェッショナル制度（残業代ゼロ制度）、 

値する重大問題。 

モリカケ問題での証人喚問を一致して要求。公文書改ざん疑惑、内閣総辞 

職に値する重大問題。 

野党共闘強化のため、世論構築が重要。 

 （２）医療・介護報酬改定～レクチャー報告等資料参照 

  ・保湿剤の保険適用外は見送り 

 （３）年金・２月の定期支払に係わる誤処理問題（年金者組合文書参照） 

  ・２月 26日全日本年金者組合は厚労大臣・日本年金機構へ「抗議と要望」 

提出、「新たな『高齢社会対策大綱』の閣議決定について」（談話）「物価は 
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上がっても年金は据え置き！2018 年度年金金額改定に強く抗議する」（声

明）、「マイナス金利政策の失敗を年金積立金（ＧＰＩＦ）に負担させるこ

とは許されない！（声明）発表 

 （４）憲法改悪 

   自民党の高村副総裁が、「憲法改正は自衛隊が違憲ではない。合憲だとい 

うことに決着をつける」としている。今回ねらわれる憲法改定は、自衛隊が 

合憲かどうかではなく、「自衛隊に海外で無制限の武力行使を許していいか 

どうか」が問われている焦点。３０００万署名の促進を。 

 

Ⅲ、以下の課題についての提案を受け、協議し確認した。 

（１）「社会保障制度の拡充を求める請願」署名推進について 

 １）署名目標 社会保障拡充署名(２５条署名)「１００万筆早期突破」 

※当面の署名集約⇒２０１８年３月末日、同５月末日 

※５月に国会行動（１７日）を設定し、今通常国会での署名提出を予定 

 ２）当面の宣伝行動 

 ①「４」の日宣伝行動～相談活動も実施 

   ３月１４日（水） １２時～１３時 巣鴨駅前 

   ４月１４日（土） １２時～１３時 巣鴨駅前 

※以下、毎月１４日に計画 

⇒７月１４日（土）に、地蔵通り商店街入口で１１時-１３時の２時 

間のロングラン宣伝を予定 

 ②消費税廃止各界連の消費税廃止２４日宣伝行動。 

  奇数月（1・3・5・7・9・11）基本に社保協・消費税廃止各界連と合同宣伝 

 ③「宣伝行動ゾーン（１３－１５日、２３－２５日）」の徹底 

 ④２５日行動（いのちのとりで全国アクション）への結集 

３）ホームページの活用について 

  ※署名宣伝と合わせて、ネット署名、学習ページの活用を、予算化と合わせ 

て検討する。→組織・財政委員会（事務局長・次長で構成） 

            

（２）当面する国会行動 

 ⇒三者（社保協、国民大運動、安保破棄中央実行委）国会行動（別紙参照）  

   １月３１日から定例の国会行動を第２、第４水曜を基本に計画 

１）中央社保協国会行動日  

・日時 ５月１７日（木） １０時半―１５時半を予定 

・会場 参議院議員会館講堂もしくは衆議院第一議員会館大会議室 

全日本民医連、東京社保協等、首都圏社保協との共同行動を検討 

２）生活保護国会行動（全生連 別紙参照） 

・日時 ３月１４日（水）１１時～ 打ち合わせ集会 

              １２時１５分～ 国会前集会 

              １３時～ 全参議院議員要請行動 
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１４時３０分～ 報告集会 

    ・会場 参議院議員会館Ｂ１０４会議室 

         

３）「医師の働き方を考える」国会内集会（保団連 チラシ参照） 

・日時 ３月１５日（木） １２時～ 

・場所 衆議院第二多目的会議室 

 

４）ＴＰＰ11反対国会行動・官邸前行動（連絡文書参照） 

  ・日時 ３月８日（木） １８時～ 

  ・場所 首相官邸前 

  

（３）介護⇒部会資料、報告参照 

 

（４）医療・国保改善の取り組み⇒部会資料、報告参照 

  

（５）「生活保護基準引き下げ阻止」のたたかい 

１）いのちのとりで裁判全国アクションからの呼びかけへの対応 

  ⇒「いのちのとりで」緊急署名の推進：今国会中に継続 

  ⇒「２５日行動」呼びかけ 

 宣伝行動の継続、国会行動等の共同行動の追及等、    

２）全生連・議員要請行動（３月１４日）への結集（呼びかけ参照） 

 

（６）今秋に向けての「２５条行動（仮）」の計画について 

福祉共同行動実行委員会（２月２７日開催 報告文書参照） 

社会保障・社会福祉改悪に反対し、国の責任を求める取り組みに向けて、 

関係団体・個人と相談会を開催 

  日時 ３月１９日（月）１４時～１６時 

  会場 衆議院第二議員会館 第４会議室 

 

（７）全国総会日程及び６０周年企画について 

２０１８年９月に中央社保協６０周年を迎え、６０周年行事について、組織 

財政検討委員会で、財政上（予算３０万円）の課題もあわせて検討します。 

２０１８年度全国総会は、７月上旬（４日もしくは１１日の水曜日）の日程

案で、国会会期末の状況も見ながら検討します。 

１）６０周年記念行事を全国総会、１２月の国保・介護運動交流集会等、全

国集会の開催と同時に計画します。 

２）社会保障誌の６０周年特集号を発行 

２０１９新春号（２０１９年１月１０日発行予定）で検討します。 
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（８）その他 

  １）社会保障誌編集委員会の体制強化について 

    中央団体、県社保協（首都圏）から、編集委員の補強を検討します。 

  ２）編集委員会と、代表委員会、運営委員会等の連携について検討します。    

 

Ⅳ.以下の当面の主な日程を確認し、参加をよびかけた。 

  ３月 ８日（木） ＴＰＰ１１許さない官邸前行動 

     ９日（金） 年金者組合学習会 

           ３０００万署名・９の日行動 

           「共同行動」申し入れ 福祉共同行動実行委員会 

    １３日（火） ３・１３重税反対行動・中央行動 

           13時～ 衆議院第一議員会館多目的会議室 

    １４日（水） 「４」の日宣伝行動（巣鴨駅） 

           国会行動 

           生活保護基準引き下げ反対全議員要請行動 

    １５日（木） 医師の働きを考える国会内集会  主催：保団連 

    １６日（金） 府中・介護フォーラム 

    １９日（月） ２５条行動（仮）実行委員会懇談会 

    ２１日（水） 看護をよくする会学習会 

    ２３日（金） 消費税廃止各界連宣伝行動（予定） 

           新婦人東京都本部学習会 

    ２４日（土） 東京・村山・大和市民連絡会学習会 

    ２５日（日） 東京社保協総会 

    ２６日（月） いのとり２５日行動（予定） 

    ２７日（火） 第８回代表委員会 

    ２８日（水） 国会行動 

    ３０日（金） 全国食健連「３・３０中央行動」 

    ３１日（土） 福祉国家研運営委員会 

           グローバリズムを考えるシンポジウム 

  ４月 １日（日） 日本共産党お茶・お花後援会総会・学習会 

 

Ⅴ.各県・団体報告（略） 

 

最後に以下の今後の日程を確認した。 

第７回運営委員会 ４月４日（水） 日本医療労働会館２階会議室 

第８回運営委員会 ５月９日（水） 場所・国会行動のため未定 

第９回運営委員会 ６月６日（水） 日本医療労働会館会議室 

第１０回運営委員会 ７月４日（水）予定 
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２月度事務局団体会議報告 
2017年 2月 21日                   消費税廃止東京各界連絡会 

 連日のご奮闘ご苦労様です。 

消費税率１０％への引き上げが２年半延期になったことで一服状態になっていることが

報告されていますが、中止させるには２年もありません。運動の前進を早急に起こしていく

ことが必要。同時に「軽減（複数）税率」導入と「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」

の導入は大きな混乱を招き中小業者に多大な負担になり、「きっぱり中止」を求める運動を

前進させます。確定申告時期であり、中小業者にとっての痛税感が高まる時期です。３・１

３重税反対全国統一行動に向けて署名・宣伝、学習行動に取りくみます。 

税制改正で「犯罪調査をしてはならない」との規定がある国税通則法に、犯罪調査のため

の国税犯則取締法を編入する改正が提出されました。 

 「増税中止」の世論を広げるため、草の根から多彩な行動を積み上げてきた運動の到達点

や情勢、各地の運動を学び、今後の運動に活かします。 

 

◎宣伝は５団体１３人 

 

一 「陳情書」について 

 1、陳情書審議  ２月２１日 財政委員会で審議・採決 最終的には本会議で 

          徳留・大山都議 財政委員 

 

二 増税中止に向けた運動 

 1、地域各界連の活動強化めざして 

 2、４・１大宣伝行動、学習会運動を目指して 

   ７月に学習会を設定する。（建設プラザ ７/１５(土)を予約 ） 

講師、規模、内容は次回で検討する。 

 3、解散総選挙への対応・・各候補へ申し入れなど  

   総選挙の見通しとしては秋以降との見方が強くなっていますが、地域の市民と４野党

統一候補擁立へ向けた運動を検討。消費税増税中止を政策課題にすることが求められる。 

 

三 財政関係 

 

四 次回の宣伝・署名行動、事務局団体会、財政等 

一、次回（3月）の事務局団体会議・宣伝行動 

1、事務局団体会議   ・・・ 3月１４日（火）13時 45分～15時 

              場所： 東京労働会館 ４Ｆ              

2、定点宣伝（大塚駅北口）・・・ 3月１４日（火）12～13時 
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２０１８年 月 日 

 

 

 

 

不服審査請求を行ったみなさんへ      東京社会保障推進協議会  

生存権裁判を支える東京連絡会  

東京都生活と健康を守る会連合会  

  新生存権裁判弁護団（仮称） 

 

■東京でも裁判をします（詳しくは裏面をご参照下さい） 

 安倍政権のもとで２０１３年８月から生活保護基準の切り下げが強行さ

れたばかりですが、今年１０月からさらに切り下げが行われようとしていま

す。これ以上の生活保護制度の改悪をさせないためにも、東京で２０１８年

５月１４日に２０１３年から行われた引き下げ

の取り消しを求める裁判を起す予定です。すでに

全国で約１０００人の仲間が原告となり、取り組

んでいる裁判です。 

「一人はみんなのために、みんなは一人のため

に」を合い言葉に、力を合わせて頑張りましょう。  

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝キ リ ト リ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

＜原告希望届出書＞ 

 裁判の原告になろうと思う方は、下記にお名前、ご連絡先を記入

していただき、切り取って、ご自分の所属する生活と健康を守る会

に提出しください。追って、守る会・弁護団からご連絡差し上げま

す。 

      フ リ  ガ ナ 

お  名  前                      

 

ご  住  所                      

 

電話番号      －      －        
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≪生活保護基準引き下げ裁判 スケジュール≫ 
 

◆新生存権
しんせいぞんけん

裁判
さいばん

 原告
げんこく

を支援
し え ん

する会
かい

 

４月６日（金）午後２時～３時半 

けんせつプラザ東京５階（東京土建本部会館） 

 原告となる方、原告にな

ろうか迷っている方、原

告にはならないけれども

裁判を応援していただけ

る方、ぜひご参加くださ

い。 
 

◆２０１８年５月１４日 

訴訟提起 

 東京地裁に裁判を起し

ます。 
 

◇お問い合わせ先◇ 

 ご不明な点、気になる点は、お気軽に何でも下記までお問い合わ

せください。 

 東京都生活と健康を守る会連合会（都生連）  

事務局長 水上 昭三（みずかみ しょうぞう）さん 

電話０３－５９６０－０２６６ 
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2,654 395

1,772 1,247 334

2,514 987 1,273 421

2,103 426 1,335 521

2,234 966 597

1,637 1,765 567

2,343 763 721 170

5,060 2,027 546

3,636 955 2,101 411

2,326 935 873 290

5,332 1,227

6,245 2,246 1,405 386

1,907 665 766

909 302

4,184 1,229 489 125

1,649 313 38

2,796 560 755 324

1,610

4,054 1,251 543 98

716 173

4,594 1,254 423 38

3,107 744 231

754 328

区部計 59,103

153 26

105

1 0

13 0

多摩計 23,909

不承諾の人
数が分かった
自治体の分

21,214

合計 83,012

不承諾の人
数が分かった
自治体の分

60,150

※　空欄は２７日時点で未回答や未集計で把握できなかった項目

一次選考の区市町村別の結果

保育申し込み数
不承諾となった
子どもの人数

保育申し込み数
不承諾となった
子どもの人数

不承諾の人
数が分かった
自治体の分

38,936
12,237

17,961

5,724

葛飾区

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

板橋区

練馬区

足立区

江戸川区

八王子市

立川市

武蔵野市

三鷹市

青梅市

府中市

昭島市

調布市

町田市

小金井市

小平市

日野市

東村山市

国分寺市

国立市

福生市

狛江市

東大和市

清瀬市

東久留米市

武蔵村山市

多摩市

日の出町

檜原村

奥多摩町

稲城市

羽村市

あきる野市

西東京市

瑞穂町
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3月 15日・生活保護行政に関する厚労省申し入れ

4月 20日・意見交換会のご案内

2018年 3月 6日

自由法曹団 (担当・酒井健雄 )

(代々本総合法律事務所)090-3437-5572)
丁 112-0014

東京都文京 区関 目 1-8-6メ ゾン文京関 口Ⅱ 202号
TEL 0 3-5 2 2 7-8 2 5 5

FAX 0 3--5 227--825 7
■IRL htt,:〃Ⅵ¬w.1lafip/

拝啓

日頃のご尽力ご活躍に対 し敬意を表 します。

申し入れに際 して使用する「生活保護行政の抜本的な是正を求める緊急提言書」の冊子を

送付申し上げますので、ご高覧いただけましたら幸いです。

また、厚生労働省に対する申し入れ行動等の 日程は、以下のとお りとなりますので、ご多

忙 とは存 じますが、ぜひご参加いただきたくご案内申し上げます。

敬具

‐ ‐ ‐ ― ¨ ‐
… … … … … … … … … … …

‐ ― 一 ― ― ― ― ― ‐ ― ― ‐ ― ― ― ― ― … … … … … … … … …
‐ ‐ ― ― ― ― ―

… … … … …
‐

… … … … … … … … … … … … … … … … ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ― ― ― ―
… … … … … … … … … … … … … ¬

|<申 し入れ行動>
(同 時)2018年 3月 15日 (本)12時 ～

(11時 30分 衆院第 2議員会館ロビー集合)

(場所)衆院第 2議員会館・第 5会議室

※ 11時 30分以降に到着 された方は、受付から上記会議室へ内線を入れて貰って下

さい^入館証をお届けします ^

<記者会見>
(日 時)2018年 3月 15日 (本)15時 ～

(場所)厚生労働省記者クラブ

<意見交換会>
(日 日寺) 2018年 4月 20日  (金) 18日寺30分～

(場所)自 由法曹団本部

※3月 15日 の申し入れ行動を振 り返り、また、それぞれ取 り組んでおられる生活保

護制度をはじめとする種々の社会保障問題についてご提起いただき、今後の行動につ

いて議論し方針を持つ機会にさせていただきたいと考えてお ります。
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日本障害者センター

障害者施策セミナー

私たちの命を支える医療と医療費
助成制度のゆくえ

～自治体の医療費助成制度の意義～

2018年3月31日（土） 13：00〜17：00

全水道会館 大会議室：東京都文京区本郷1-4-1

お申込み・お問い合わせ 日本障害者センター

TEL：03−3207−5621／ＦＡＸ：03-3207-5628／Ｅ-mail：center@shogaisha.jp

基 調 講 演

「安倍政権が進める医療制度革
の本質と影響（仮）」
講師：横山壽一氏（仏教大学教授）

調 査 報 告

「障害者の自治体医療費助成制度の現状」
講師：宮永恵美氏（福祉医療検討会）

シンポジウム

「 各 医 療 費 助 成 制 度 の 現 状 と 課 題 」
～ 高 齢 ・ 障 害 ・ 子 育 て の 現 場 よ り ～

コーディネーター：寺尾正之氏（全国保険医団体連合会）

2017
年度

第1部

第2部

第3部

お申込み・お問い合わせ先 日本障害者センター
TEL：03‐3207‐5621／FAX：03‐3207‐5628／E‐Mail：center@shogaisha.jp11



●患者／障害者…2,500円 ●⼀ 般 …4,000円

2017年度障害者施策セミナー申込⽤紙

参加費

お名前 性 別 男 ・女

ご住所

連絡先

職 業
障害／病
気の有無

有 ・無

アクセス

全水道会館

〒113-0033 
東京都⽂京区本郷1-4-1
TEL : 03-3816-4196
FAX : 03-3818-1430
■JR⽔道橋駅 東⼝（お茶の⽔駅よ

り）下⾞2分
■都営地下鉄三⽥線⽔道橋駅 A1出

⼝1分

FAX 03−3207−5628 Mail center@shogaisha.jp
★メールでお申し込みの場合、件名に2017年度障害者施策セミナー申込とご記⼊

の上、お名前等をお知らせください。

定 員 140⼈（先着順：定員になり次第締め切らせていただきます）
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